
第　２　章　　　総　　　　　　　括

１　　建設部の組織図

◎本　　　　　庁

      ◎建設部地方機関

◎地域振興局

第 1 節 組 織 ・ 機 構

業務指導課 業務指導チーム

管理チーム
用 地 課 用地チーム

災害復旧用地チーム

建築指導チーム
建 築 課

住宅・営繕チーム

地域整備チーム 用 地 課 用地・管理チーム

旭川ダム管理事務所 （建築指導チーム）
秋田地域 （ 建 築 課 ）

建設部長 次　長 岩見ダム管理事務所 （住宅・営繕チーム）
振 興 局

道路建設チーム 道路保全チーム
企画･建設課 保全･環境課

河川砂防チーム 河川保全チーム
太平川改修推進チーム 雄勝地域 地域整備チーム

建設部長 次　長
道路保全チーム 振 興 局

皆瀬・板戸ダム管理事務所
保全･環境課 河川保全チーム

（建築指導チーム）
用 地 課 用地・管理チーム （ 建 築 課 ）

（住宅・営繕チーム）
（建築指導チーム）

（ 建 築 課 ）
（住宅・営繕チーム）

企画監理チーム
企画･建設課

河川・道路建設チーム
企画監理チーム

山本地域 振 興 局 大松川ダム管理事務所
建設部長 次　長

振 興 局 素波里ダム管理事務所
用 地 課 用地・管理チーム

水沢ダム管理事務所

企画監理チーム 企画監理チーム
企画･建設課 企画･建設課

河川・道路建設チーム 河川・道路建設チーム

道路保全チーム 道路保全チーム
保全･環境課

保全･環境課 河川保全チーム 河川保全チーム
平鹿地域

地域整備チーム 建設部長 次　長

用 地 課 用地・管理チーム
用 地 課 用地・管理チーム

建築指導チーム
建築指導チーム 建 築 課

建 築 課 住宅・営繕チーム
住宅・営繕チーム

萩形ダム管理事務所 地域整備チーム
北秋田地

建設部長 次　長 森吉ダム管理事務所 仙北地域
域振興局 建設部長 次　長 鎧畑ダム管理事務所

早口ダム管理事務所 振 興 局
協和ダム管理事務所

山瀬ダム管理事務所

企画監理チーム
企画･建設課 道路建設チーム 企画監理チーム

河川砂防チーム 企画･建設課 道路建設チーム
河川砂防チーム

道路保全チーム
保全･環境課 道路保全チーム

河川保全チーム 保全･環境課
河川保全チーム

大内ダム管理事務所

用 地 課 用地・管理チーム 用 地 課 用地・管理チーム

（建築指導チーム） （建築指導チーム）
（ 建 築 課 ） （ 建 築 課 ）

（住宅・営繕チーム） （住宅・営繕チーム）

鹿角地域 由利地域
建設部長 次　長 建設部長 次　長

振 興 局 砂子沢ダム管理事務所 振 興 局

企画監理チーム 企画監理チーム
企画･建設課 企画･建設課

河川・道路建設チーム 河川・道路建設チーム

道路保全チーム 道路保全チーム
保全･環境課 保全･環境課

河川保全チーム 河川保全チーム

建
設
部
長

総務チーム
（技　術） （技　術）

秋 田 空 港 管 理 事 務 所 基本施設チーム
調整・建築チーム 保安施設チーム

営 繕 課 長
設備チーム

総務チーム
大館能代空港管理事務所

施設チーム

建築指導チーム

調整・住宅政策チーム
能 代 港 湾 事 務 所 管理チーム

建 築 住 宅 課 長 公共住宅チーム

流 域 防 災 監 砂防・防災チーム
次 長

管理チーム
（技　術） 調整・クルーズ・空港チーム 秋 田 港 湾 事 務 所

港 湾 空 港 課 長 工務チーム
港湾チーム

政 策 監
船 川 港 湾 事 務 所 管理チーム

（事　務）
調整・企画管理チーム

河 川 砂 防 課 長 河川・ダム・海岸チーム

道 路 課 長 道路建設チーム
次 長 政 策 監 道路環境・維持チーム

（技　術） 政 策 監 流域設備チーム

調整・企画管理チーム

調整・広域・共同推進チーム
下水道マネジメン 経理チーム

次 長 推 進 課 長 流域土木チーム

建設産業
調整・都市計画チーム

振興統括監 都 市 計 画 課 長
都市整備チーム

政策監（事務） 建設業チーム
用地チーム

調整・建設マネジメントチーム
技 術 管 理 課 長

積算管理・建設ＤＸチーム
技 術 管 理 監

総務チーム
経理チーム

建 設 政 策 課 長 企画・建設産業振興チーム
政策監（技術） 業務指導チーム
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２　　建設部及び地域振興局建設部職員数

土木 建築 機械 電気 林業
農業
土木

小計 事務 土木 建築 現業 事務 土木

建設部 1 4 4 5

建設政策課 33 8 8 41 2 2

技術管理課 7 1 1 3 12 12

都市計画課 1 9 1 10 11

下水道マネジメント推進課 4 8 6 4 1 19 23

道路課 2 17 17 19

河川砂防課 1 18 18 19

港湾空港課 4 10 1 11 15

建築住宅課 1 13 13 14

営繕課 7 3 2 12 12

本　　庁　　計 47 81 22 9 7 1 4 124 171 2 2

秋田港湾事務所 7 6 6 13 2 2

船川港湾事務所 2 1 1 3

能代港湾事務所 4 5 5 9

秋田空港管理事務所 7 4 5 9 1 17 1 1

大館能代空港管理事務所 5 4 3 7 1 13

地 方 事 務 所 計 25 20 8 28 2 55 2 1 3

72 101 22 9 15 1 4 152 2 226 4 1 5

鹿角地域振興局建設部 5 23 23 3 31

北秋田地域振興局建設部 7 41 11 52 7 66 1 1 1 3

山本地域振興局建設部 6 27 27 4 37 1 1 2

秋田地域振興局建設部 14 49 11 1 1 62 7 83 1 3 3 1 8

由利地域振興局建設部 7 26 26 3 36 1 3 4

仙北地域振興局建設部 6 32 13 45 3 54 2 1 3

平鹿地域振興局建設部 5 23 23 3 31 1 2 3

雄勝地域振興局建設部 5 30 30 3 38 1 1 2

55 251 35 1 1 288 33 376 4 12 4 4 1 25

127 352 57 10 16 1 4 440 35 602 8 13 4 4 1 30

20 4 4 28 28 1 1 2

127 372 61 14 16 1 4 468 35 630 8 14 5 4 1 32

※ 再任用職員及び任期付職員数は外数で表示

地域振興局建設部　合計

合　　　　　　計

部外配属　計

総　　　　計

所　　属　　名　

建

設

部

地
 
域
 
振
 
興
 
局

R7.4.1現在

技　　術　　職　　員 再任用職員 任期付職員

建設部　合計

事
務
職
員

現
業
職
員

合計 計
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３　　建設部事務分掌

本　　庁

・人事、予算及び経理に関すること。

・主要施策の企画及び調整並びに広報に関すること。
・業務指導に関すること。

・建設業の許可、経営事項審査及び監督に関すること。
・建設工事の入札・契約制度に関すること。

・建設産業の振興及び担い手確保に関すること。

・公共用地の取得に伴う損失補償の基準に関すること。

・土地利用に関すること。

・土地収用及び収用委員会に関すること。
・国土交通省所管公共用財産に関すること。

建 設 政 策 課

・公共工事等の建設技術に係わる企画、調整及び指導に関すること。
・建設技術の向上及び研修に関すること。
・公共工事等の設計積算・品質確保に関すること。
・公共工事等のＤＸ化の推進に関すること。
・建設工事における建設副産物の再資源化に関すること。

技 術 管 理 課

・都市政策に関すること。
・都市計画（土地利用、都市施設等）の決定・制限に関すること。
・街路整備、都市公園の整備・管理に関すること。
・市町村都市計画事業の認可・指導に関すること。
・屋外広告物、景観施策に関すること。
・盛土規制に関すること。

都 市 計 画 課

・生活排水処理に関する計画、調査、企画及び広域化・共同化に関すること。
・公共下水道の計画、実施業務指導、生活排水処理構想に関すること。
・流域下水道および十和田湖特定環境保全公共下水道に関すること。
・農業集落排水及び合併処理浄化槽の整備に関すること。
・下水道事業会計に関すること。

下水道マネジメント推進課

・道路に関する調査、企画及び調整に関すること。
・道路の新設及び改築に関すること。
・高速道路の整備促進に関すること。
・道路の維持、管理及び修繕に関すること。
・路線の認定、廃止及び変更に関すること。
・市町村道事業の指導に関すること。
・交通安全施設整備に関すること。
・除雪、消融雪施設及び雪寒道路整備に関すること。

道 路 課
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地　　方

・河川、ダム、海岸、砂防、急傾斜地及び地すべり地域の管理、調査、企画、調整に関すること。
・河川事業及び砂防事業の計画及び実施に関すること。
・土木災害対策の総合調整及び災害復旧工事の総括に関すること。

河 川 砂 防 課

・公有水面の埋め立てに関すること。
・秋田空港及び大館能代空港に関すること。
・港湾・海岸の計画、調査に関すること。
・港湾・海岸事業の実施に関すること。
・クルーズ船の受入環境整備に関すること。

港 湾 空 港 課

・住宅政策に関すること。
・公営住宅計画、建設に関すること。
・公営住宅の管理指導に関すること。
・建築基準法他、宅地・建物に係る関係法令の指導に関すること。
・市街地再開発、住環境整備に関すること。

建 築 住 宅 課

・営繕工事の設計・積算基準に関すること。
・県有建築物（知事部局所管、教育庁所管）の調査、設計及び監督等に関すること。

営 繕 課

・用地の取得、物件移転、補償及び登記に関すること。
・都市計画及び都市計画事業に関すること。
・道路、河川、海岸、砂防、都市計画施設、住宅及び営繕等に係る工事の設計、
契約、施工、監督及び検査に関すること。
・道路、河川、海岸、砂防指定地、都市計画施設及び県営住宅並びに国有及び
県有土地の維持管理に関すること。
・宅地造成等の規制に関すること。
・砂利採取及び砕石に関すること。
・水防及び災害復旧事業に関すること。
・ダムの施設改良及び維持管理に関すること。

地 域 振 興 局 建 設 部

・港湾施設の建設及び管理に関すること。

・空港の管理に関すること。

港 湾 事 務 所

空 港 管 理 事 務 所
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１　「新秋田元気創造プラン」について

（１）　プラン策定の趣旨

　　　
（２）　プランの推進期間

（３）　プランの構成

　　　

第 ２ 節 施 策 ・ 予 算

令和４年度からの４年間の県政運営指針として、時代の潮流やこれまでの成果と課題を踏まえつつ、新たな視

点を加えながら、本県の更なる発展に向けて実施すべき重点的な施策を取りまとめた「新秋田元気創造プラン」

を策定しました。

プランの推進期間は、令和４年度から令和７年度までの４年間とします。

「概ね１０年後の姿」の実現に向けて、４年間で “四つの元気” を創造します。

施策の推進に当たって【第７章】
多様な主体との
役割分担と協働

政策評価制度
による進行管理 行政改革の推進県民の意見の反映

防災減災・交通基盤

生活環境

自然環境

新型コロナウイルス

感染症への対応

【第６章】

検査・医療提供
体制等の確保

県内経済の
下支え

選択・集中プロジェクト【第３章】

強靱化
（レジリエンス）

多様性
（ダイバーシティ）

持続可能性
（サステナビリティ）

存在感
（プレゼンス）

秋田の目指す将来の姿【第２章】

最重要課題

人口減少問題の克服

時代の潮流と本県の現状【第１章】

【プロジェクト３】

デジタル化の推進

【プロジェクト１】

賃金水準の向上【プロジェクト２】

カーボンニュートラル

への挑戦

重点戦略
【第４章】
時代の潮流や社会
経済情勢の変化に
対応するために重
点的に取り組むべ
き政策

戦略２ 農林水産戦略

戦略５ 健康・医療・福祉戦略 戦略６ 教育・人づくり戦略

戦略１ 産業・雇用戦略

戦略３ 観光・交流戦略

基本政策
【第５章】
時代の潮流や社会
経済情勢の変化を
踏まえつつ、着実
かつ継続的に取り
組むべき政策

戦略４ 未来創造・地域社会戦略

重点戦略に基づく取組のうち、特
に注力すべきものとして行政資源
を効果的・効率的に投入するもの
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「～大変革の時代～　新秋田元気創造プラン」政策・施策体系一覧
青字：建設部に関連した方向性

政
策
分

1 経営資源の融合と事業承継の促進
2 デジタル技術の活用の促進
3 産学官連携による研究開発の推進
4 地域経済を牽引する県内企業の育成
5 アジア等との貿易の促進
6 産業人材の確保・育成
7 起業の促進と小規模企業の振興
1 輸送機関連産業の振興
2 新エネルギー関連産業の振興
3 情報関連産業の振興
4 医療福祉・ヘルスケア関連産業の振興
1 食品製造業の振興　※戦略３に再掲
2 伝統的工芸品等産業の振興
3 商業・サービス業の振興
4 建設産業の振興
5 環境・リサイクル産業の振興
1 企業立地等の促進
2 港湾施設の整備
1 経営力の高い担い手と新規就農者の確保・育成
2 持続可能で効率的な生産体制づくり
3 マーケットに対応した複合型生産構造への転換
4 戦略的な米生産と水田のフル活用の推進
5 農産物のブランド化と流通・販売体制の整備
1 次代を担う人材の確保・育成
2 再造林の促進
3 木材の生産・流通体制の整備と利用の促進
4 森林の有する多面的機能の発揮の促進
1 次代を担う人材の確保・育成
2 つくり育てる漁業の推進
3 漁業生産の安定化と水産物のブランド化
4 漁港・漁場の整備
1 中山間地域における特色ある農業の振興
2 地域資源を生かした多様な農村ビジネスの促進
3 新たな兼業スタイルによる定住の促進
4 多面的機能を有する里地里山の保全
1 自立した稼ぐ観光エリアの形成
2 ターゲットの的確な把握と効果的な誘客プロモーションの展開

3 時代の変化を捉えた秋田ならではのツーリズムの推進
4 旅行客の多様なニーズに応じた受入態勢の整備
5 戦略的なインバウンド誘客の推進

1
消費者ニーズを捉えたオリジナル商品の開発と秋田の
「食」のブランド化

2 食品製造業の振興
3 多様な流通チャネルを活用した県産食品の販売の促進
4 秋田の「食」の魅力の発信と誘客への活用

1
あきた芸術劇場を核とした文化芸術の発信とにぎわいづ
くり

2 文化芸術活動の促進と次代を担う人材の確保・育成
3 文化芸術を通じた交流人口・関係人口の拡大
1 ライフステージに応じた多様なスポーツ活動の促進
2 スポーツを通じた地域づくりと交流人口・関係人口の拡大

3 全国・世界で活躍できるアスリートの発掘と育成・強化
4 スポーツ活動を支える人材の育成と環境の整備
1 幹線鉄道の整備の促進とフェリー航路の維持・拡充
2 航空路線の維持・拡充
3 利便性の高い地域公共交通網の形成
4 第三セクター鉄道の持続的な運行と観光利用の促進
5 高速道路等の整備

戦略名 目指す姿名 施策の方向性

重
点
戦
略

1
産業・雇用
戦略

1
産業構造の変化に対応した県内産業の競争力の強
化

3
観光・交流
戦略

1

2
農林水産
戦略

1 農業の食料供給力の強化

5
国内外との交流と住民の暮らしを支える交通ネッ
トワークの構築

2 「美酒・美食のあきた」の創造

3 文化芸術の力による魅力ある地域の創生

4 活気あふれる「スポーツ立県あきた」の実現

4 農山漁村の活性化

2 林業・木材産業の成長産業化

3 水産業の持続的な発展

「何度でも訪れたくなるあきた」の創出

2 地域資源を生かした成長産業の発展

3 歴史と風土に培われた地域産業の活性化

4 産業振興を支える投資の拡大
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政
策
分

戦略名 目指す姿名 施策の方向性

1 首都圏等からの移住の促進
2 人材誘致の推進と関係人口の拡大
3 若者の県内定着・回帰の促進
1 結婚・出産・子育てを前向きに捉える気運の醸成
2 出会い・結婚への支援
3 安心して出産できる環境づくり
4 安心して子育てできる体制の充実
1 男女共同参画の推進
2 あらゆる分野における女性の活躍の推進
3 若者のチャレンジへの支援
1 優しさと多様性に満ちた秋田づくり
2 地域住民が主体となった地域コミュニティづくり
3 多様な主体による協働の推進
4 持続可能でコンパクトなまちづくり
1 脱炭素化に向けた県民運動の推進
2 持続可能な資源循環の仕組みづくり
1 デジタル・ガバメントの推進
2 県・市町村間の協働の推進
1 健康づくり県民運動の推進
2 生活習慣の改善に向けた意識改革と行動変容の促進
3 特定健診・がん検診の受診の促進
4 高齢者の健康維持と生きがいづくり
1 医療を支える人材の育成・確保
2 地域医療の提供体制の整備
3 総合的ながん対策・循環器病対策の推進
4 広大な県土に対応した三次医療機能の整備
5 新興感染症等に対応できる医療提供体制の確保
1 介護・福祉人材の確保・育成と労働環境の改善の促進
2 介護・福祉基盤の整備
3 医療・介護・福祉の連携の促進
4 高齢者の自立支援と介護予防・重度化防止の推進
5 認知症の人と家族を地域で支える体制づくり
6 障害者の地域生活と社会参加に向けた環境づくり
1 包括的な相談支援体制の整備
2 総合的な自殺予防対策の推進
3 児童虐待防止対策と里親委託の推進
4 子どもの貧困対策の推進と生活困窮者の自立に向けた支援

5 ひきこもり状態にある人を支える体制づくり
6 多様な困難を抱える人への支援
1 地域に根ざしたキャリア教育の推進
2 社会の変化とニーズに応じた専門教育の推進
1 新たな時代に対応した「秋田の探究型授業」の推進
2 一人ひとりの教育的ニーズに応じた特別支援教育の推進
3 学びに向かう力を育む就学前教育・保育の推進
4 魅力的で良質な教育環境づくり
5 学校・家庭・地域の連携・協働の推進
1 グローバル化に対応した英語教育の推進
2 多様な国際教育の推進
3 県民の国際理解の促進と多文化共生の推進
1 規範意識と自他を尊重する心を育む教育の推進
2 インクルーシブ教育システムの推進
3 学校における体育活動の充実と健康教育の推進
1 多様な資源を活用した教育・研究・社会貢献活動の促進
2 次代を担う学生の確保と人材育成への支援
1 多様な学びの場づくり

2
良質な文化芸術に親しむ機会の充実と文化遺産の保存・
活用

6

5
健康・医
療・
福祉戦略

4
未来創造・
地域社会
戦略

1 新たな人の流れの創出

3 女性・若者が活躍できる社会の実現

グローバル社会で活躍できる人材の育成

1

教育・
人づくり
戦略

5
地域社会の活性化と産業振興に資する高等教育機
関の機能の強化

6 生涯にわたり学び続けられる環境の構築

2 確かな学力の育成

3

4 豊かな心と健やかな体の育成

3 高齢者と障害者の暮らしを支える体制の強化

4
誰もが安全・安心を実感できる地域共生社会の実
現

2 安心で質の高い医療の提供

行政サービスの向上

秋田の将来を支える高い志にあふれる人材の育成

2 結婚・出産・子育ての希望がかなう社会の実現

5 脱炭素の実現を目指す地域社会の形成

1

重
点
戦
略

健康寿命日本一の実現

4 変革する時代に対応した地域社会の構築

6
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政
策
分

戦略名 目指す姿名 施策の方向性

1 災害に対応できる道路、鉄道等の交通基盤の整備
2 大規模地震に備えた耐震化の推進
3 頻発化・激甚化する水災害に備えた流域治水対策の推進
4 県民の生命と財産を守る安全な地域づくり
5 インフラ施設の長寿命化の推進
6 地域における防災活動の促進
1 高速道路等の整備
2 港湾施設の整備
1 防犯意識の向上と防犯活動の促進
2 犯罪被害者等への支援
3 「人優先」を基本とした交通安全対策の推進
4 総合的な雪対策の推進
5 自立した消費者の育成と消費者被害の防止
1 食品の安全の確保と水道事業の基盤強化への支援
2 生活衛生営業者への支援
3 人と動物が共生する地域づくり
4 空き家対策の推進
5 情報通信インフラ等の整備の促進
1 安全・安心を支える生活道路の整備
2 良好な生活排水処理基盤の整備
3 安らぎと潤いのある空間づくり
1 大気、水、土壌等の環境保全対策の推進
2 八郎湖・十和田湖・田沢湖の水質保全対策の推進
1 生物の多様性の確保と自然公園等の適正な管理
2 野生鳥獣の適正な保護管理と被害対策の推進

プランを推進する個別計画

基
本
政
策

基本政策

重点戦略

秋田県生活排水処理構想（第４期構想）

インフラ長寿命化計画（橋梁、河川・砂防、港湾施設 等）

秋田港港湾計画

秋田県道路整備計画

秋田県住生活基本計画

県管理河川減災計画取組方針（県内８地域別）

河川整備計画（圏域別）

秋田県耐震改修促進計画（第３期計画）

秋田沿岸海岸保全基本計画

秋田県国土利用計画（第五次計画）

秋田県住生活基本計画　※再掲

インフラ長寿命化計画（橋梁、河川・砂防、港湾施設 等）※再掲

秋田県生活排水処理構想（第４期構想）※再掲

2 豊かな自然の保全

1

7
防災減災・
交通基盤

1 強靭な県土の実現と防災力の強化

8 生活環境

1 犯罪・事故のない地域の実現

9 自然環境
良好な環境の保全

2 快適で暮らしやすい生活の実現

3 安らげる生活基盤の創出

2 交流を支える交通基盤の強化

能代港港湾計画

船川港港湾計画
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（４）　建設部関係の主な施策・取組

戦略毎の取組

○ 戦略１　産業・雇用戦略

目指す姿３　歴史と風土に培われた地域産業の活性化

施策の方向性④　建設産業の振興

(1) 女性技術者や若手技術者等の確保・育成に向けた高校生・大学生等と企業のマッチング

への支援

(2) 建設産業で働く魅力の発信によるイメージアップの推進

(3) 経営改善や合併等により経営基盤の強化を図る県内企業への支援

(4) 効率性や安全性の向上等に向けたＩＣＴの活用等の促進

目指す姿４　産業振興を支える投資の拡大

施策の方向性②　港湾施設の整備

(1) 洋上風力発電の拠点の形成に向けたふ頭用地等の整備
(2) 環日本海交流の拠点となる港湾の機能強化

○ 戦略３　観光・交流戦略

目指す姿１　「何度でも訪れたくなるあきた」の創出

施策の方向性④　旅行客の多様なニーズに応じた受入態勢の整備

(1) 旅行者の安全・安心な旅を支える受入態勢づくりへの支援

施策の方向性⑤　戦略的なインバウンド誘客の推進
(2) クルーズ船の誘致の推進
(3) 多言語表記などインバウンド回復に備えた受入態勢の整備への支援

目指す姿５　国内外との交流と住民の暮らしを支える交通ネットワークの構築
施策の方向性② 航空路線の維持・拡充

(4) 空港利用促進協議会等との連携による秋田空港・大館能代空港の受入態勢の整備

施策の方向性⑤　高速道路等の整備
(1) 交流の拡大や経済の活性化、グリーン物流等を支える高速道路網の整備
(2) 高速道路を補完して広域交流を支える幹線道路網の整備
(3) 物流・交流拠点へのアクセス道路の整備
(4) 誰にでも分かりやすい道路案内標識の整備

○ 戦略４　未来創造・地域社会戦略
目指す姿１　新たな人の流れの創出
施策の方向性①　首都圏等からの移住の促進

(4) 移住世帯に対する快適な居住環境づくりへの支援

目指す姿２　結婚・出産・子育ての希望がかなう社会の実現
施策の方向性④　安心して子育てできる体制の充実

(8) 子育て世帯に対する快適な居住環境づくりへの支援

目指す姿４　変革する時代に対応した地域社会の構築
施策の方向性④　持続可能でコンパクトなまちづくり

(1) 市町村による立地適正化計画の策定への支援
(2) まちづくりを担う人材の育成
(3) 都市内交通の円滑化に向けた街路等の整備や中心市街地の活性化に向けた

市街地再開発への支援

目指す姿５　脱炭素の実現を目指す地域社会の形成
施策の方向性①　脱炭素化に向けた県民運動の推進

(6) 住宅の断熱性能の向上への支援

施策の方向性②　持続可能な資源循環の仕組みづくり
(4) 秋田臨海処理センターにおける下水汚泥の資源化や再生可能エネルギーの導入

による地域循環共生圏の構築

目指す姿６　行政サービスの向上
施策の方向性②　県・市町村間の協働の推進

(3) 生活排水処理施設の集約・再編や汚泥処理の広域化・共同化の推進
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基本政策の取組
                                                                                 
○ 基本政策１　防災減災・交通基盤

目指す姿１　強靭な県土の実現と防災力の強化

施策の方向性①　災害に対応できる道路、鉄道等の交通基盤の整備

(1) 防災拠点等へのアクセスを担う緊急輸送道路の整備
(2) 雪崩や吹雪、落石等への対策の推進
(3) 緊急輸送道路や市街地等における無電柱化の推進
(4) 港湾施設の的確な機能確保

施策の方向性②　大規模地震に備えた耐震化の推進
(1) 橋梁の耐震化の推進
(2) 下水道施設の耐震化の推進
(3) 住宅・建築物の耐震診断・耐震改修の促進

施策の方向性③　頻発化・激甚化する水災害に備えた流域治水対策の推進
(1) 洪水被害が頻発している河川の整備等の推進
(2) 住民の避難行動を促すための河川情報提供体制の強化
(3) 国直轄河川の治水対策の促進
(4) 国直轄ダムの整備の促進
(5) 県管理ダムの適切な維持・運用
(6) 下水道施設の耐水化の推進

施策の方向性④　県民の生命と財産を守る安全な地域づくり
(1) 総合的な土砂災害対策・火山噴火減災対策の推進
(2) 海岸における津波対策・侵食対策の推進
(3) 港湾における津波防災・減災対策の推進
(4) 災害時の復旧活動を支える道の駅の防災機能の強化

施策の方向性⑤　インフラ施設の長寿命化の推進
(1) 道路、河川、港湾、公園等の施設の計画的な修繕・更新等の実施
(2) 下水道施設のストックマネジメント計画に基づく計画的な修繕・更新の実施

目指す姿２　交流を支える交通基盤の強化
施策の方向性①　高速道路等の整備

(1) 交流の拡大や経済の活性化、グリーン物流等を支える高速道路網の整備
(2) 高速道路を補完して広域交流を支える幹線道路網の整備
(3) 物流・交流拠点へのアクセス道路の整備
(4) 誰にでも分かりやすい道路案内標識の整備

施策の方向性②　港湾施設の整備
(1) 洋上風力発電の拠点の形成に向けたふ頭用地等の整備
(2) 環日本海交流の拠点となる港湾の機能強化

○ 基本政策２　生活環境
目指す姿３　安らげる生活基盤の創出
施策の方向性①　安全・安心を支える生活道路の整備

(1) 地域生活に直結する道路の整備
(2) 歩道、防護柵等の交通安全施設の整備
(3) 道路除排雪の実施と消融雪施設の整備・管理
(4) 都市内交通の円滑化に向けた街路等の整備

施策の方向性②　良好な生活排水処理基盤の整備
(1) 流域下水道・公共下水道、農業集落排水施設等の整備
(2) 生活排水処理施設の集約・再編や汚泥処理の広域化・共同化の推進

施策の方向性③　安らぎと潤いのある空間づくり
(1) 都市公園の整備
(2) 特色あるまち並みの創出に向けた取組への支援
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２　令和７年度建設部主要施策

重点戦略
戦略１　産業・雇用戦略

目指す姿３　歴史と風土に培われた地域産業の活性化

施策の方向性④　建設産業の振興

１

目指す姿４　産業振興を支える投資の拡大

施策の方向性②　港湾施設の整備

１

２ 環日本海交流の拠点となる港湾の機能強化

戦略３　観光・交流戦略

目指す姿１　「何度でも訪れたくなるあきた」の創出

施策の方向性⑤　戦略的なインバウンド誘客の推進

１ クルーズ船の誘致の推進

目指す姿５　国内外との交流と住民の暮らしを支える交通ネットワークの構築

施策の方向性⑤　高速道路等の整備

１ 高速道路の整備促進

２ 広域交流を支える幹線道路網や物流拠点へのアクセス道路の整備

戦略４　未来創造・地域社会戦略

目指す姿１　新たな人の流れの創出

施策の方向性①　首都圏等からの移住の促進

１ 移住・定住世帯に対する住宅リフォームへの支援

目指す姿２　結婚・出産・子育ての希望がかなう社会の実現

施策の方向性④　安心して子育てできる体制の充実

１ 子育て世帯に対する住宅リフォームへの支援

目指す姿５　脱炭素の実現を目指す地域社会の形成

施策の方向性①　脱炭素化に向けた県民運動の推進

１ 住宅の断熱・省エネ性能向上への支援

施策の方向性②　持続可能な資源循環の仕組みづくり

１

目指す姿６　行政サービスの向上

施策の方向性②　県・市町村間の協働の推進

１

「新秋田元気創造プラン」の推進

重点施策 当初予算額(千円) 所管課
建設産業の人材確保に加え、業界全体のイメージアップ
の推進

16,592 建設政策課

65,666 港湾空港課

重点施策 当初予算額(千円) 所管課

80,333 港湾空港課

重点施策 当初予算額(千円) 所管課

洋上風力発電の拠点の形成に向けたふ頭用地等の整備 994,845 港湾空港課

重点施策 当初予算額(千円) 所管課

重点施策 当初予算額(千円) 所管課

38,872 建築住宅課

重点施策 当初予算額(千円) 所管課

217,113 建築住宅課

重点施策 当初予算額(千円) 所管課

2,596,267 道路課

3,998,573 道路課

重点施策 当初予算額(千円) 所管課

生活排水処理施設の集約・再編や汚泥処理の広域化・共
同化の推進

158,144 下水道マネジメント推進課

26,400 建築住宅課

重点施策 当初予算額(千円) 所管課

秋田臨海処理センターにおける再生可能エネルギー導入
に向けた取組の推進

400,000 下水道マネジメント推進課
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基本政策

基本政策１　防災減災・交通基盤

目指す姿１　強靱な県土の実現と防災力の強化

施策の方向性①　災害に対応できる道路、鉄道等の交通基盤の整備

１ 防災拠点等へのアクセスを担う緊急輸送道路の整備

２ 緊急輸送道路や市街地等における無電柱化の推進

３ 雪崩や吹雪、落石等への対策の推進

４ 港湾施設の的確な機能確保

施策の方向性②　大規模地震に備えた耐震化の推進

１ 橋梁や下水道、住宅・建築物における耐震化の推進

施策の方向性③　頻発化・激甚化する水災害に備えた流域治水対策の推進

１ 浸水被害軽減のための河川改修や洪水浸水想定区域図作成の推進

２ 国直轄河川の治水対策やダムの整備促進

３ 県管理ダムの適切な維持・運用

４ 住宅の浸水被害の軽減への支援

施策の方向性④　県民の生命と財産を守る安全な地域づくり

１

２ 危険な盛土等の規制に向けた取組の推進

施策の方向性⑤　インフラ施設の長寿命化の推進

１

基本政策２　生活環境

目指す姿３　安らげる生活基盤の創出

施策の方向性①　安全・安心を支える生活道路の整備

１ 地域生活に直結する道路の整備

２ 歩道、防護柵等の交通安全施設の整備

３ 道路除排雪の実施と消融雪施設の整備・管理

４ 都市内交通の円滑化に向けた街路等の整備

施策の方向性②　良好な生活排水処理基盤の整備

１ 流域下水道・公共下水道、農業集落排水施設等の整備

重点施策 当初予算額(千円) 所管課

重点施策 当初予算額(千円) 所管課
7,124,617 道路課

1,541,800 道路課

240,257 道路課

383,130 下水道マネジ
メント推進課
道路課

建築住宅課
営繕課

重点施策 当初予算額(千円) 所管課
19,528,600 河川砂防課

765,000 港湾空港課

800 建築住宅課

重点施策 当初予算額(千円) 所管課
要配慮者利用施設等を保全する土砂災害対策や港湾・海
岸における津波対策等の推進

2,449,379 都市計画課
河川砂防課
建築住宅課
港湾空港課

7,347,875 河川砂防課

425,400 河川砂防課

7,197,200 道路課

重点施策 当初予算額(千円) 所管課

重点施策 当初予算額(千円) 所管課
1,996,525 道路課

道路、河川、港湾、公園施設等の計画的な修繕・更新等
の実施

6,139,557 都市計画課
下水道マネジ
メント推進課
道路課

港湾空港課
建築住宅課
営繕課

－ 都市計画課

384,700 都市計画課

92,015 下水道マネジメント推進課

980,200 道路課

重点施策 当初予算額(千円) 所管課
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３　　令和７年度当初予算の概要

　　　 ◆県予算及び建設部予算の推移
単位：百万円、（　）内は県全体に対する構成比（％）

　　　 ◆令和７年度当初予算概況
（単位：千円、％）

Ｒ６当初 Ｒ７当初（骨格） 増減額

① ② ②－①

83,702,435 71,331,912 ▲ 12,370,523

公共事業(補助) 28,817,295 23,118,697 ▲ 5,698,598

公共事業(単独) 18,579,695 13,358,491 ▲ 5,221,204

公共災害復旧事業 13,530,527 10,278,567 ▲ 3,251,960

国直轄事業負担金 11,498,321 12,364,960 866,639

その他投資的経費 1,806,411 2,590,569 784,158

一般行政経費 9,470,186 9,620,628 150,442

3,120,328 2,150,052 ▲ 970,276

能代港ｴﾈﾙｷﾞｰ基地建設用
地整備事業 61,500 65,666 4,166

港湾整備事業 3,058,828 2,084,386 ▲ 974,442

12,801,691 15,398,290 2,596,599

下水道事業 12,801,691 15,398,290 2,596,599

99,624,454 88,880,254 ▲ 10,744,200

584,234,000 577,345,000 ▲ 6,889,000

14.3% 12.4% －

　特別会計 68.9

区　　　分
増減比

②／①

　一般会計Ａ 85.2

80.2

71.9

76.0

107.5

143.4

101.6

106.8

68.1

　企業会計 120.3

120.3

　合　　計 89.2

　県全体（一般会計）Ｂ 98.8

　構成比（Ａ／Ｂ） －

76,917 

73,155 

75,937 

83,702 

71,332 

605,347 

588,640 

582,543 

584,234 

577,345 

令和３年度

令和４年度

令和５年度

令和６年度

令和７年度

（骨格）

県一般会計予算額 建設部一般会計予算額

(13.0%)

※令和３年度は
６月補正後の予算額

(12.4%)

(12.7%)

(12.4%)

(14.3%)
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当初予算額(千円)
（骨格）

合計に対する割合

2 総務費 742,711 1.0%

1 総務管理費 717,832 1.0%

2 企画費 24,879 0.0%

4 衛生費 92,263 0.1%

2 環境衛生費 92,263 0.1%

6 農林水産業費 309,500 0.4%

3 農地費 309,500 0.4%

8 土木費 58,240,296 81.6%

1 土木管理費 1,949,285 2.7%

2 道路橋りょう費 27,193,585 38.1%

3 河川海岸費 19,052,571 26.7%

4 港湾費 6,094,430 8.5%

5 都市計画費 2,989,321 4.2%

6 住宅費 961,104 1.3%

11 災害復旧費 11,947,142 16.7%

2 土木施設災害復旧費 11,947,142 16.7%

71,331,912 100.0%

※端数処理のため合計が合わない場合がある。

◆　令和７年度　建設部一般会計当初予算の内訳

款 項

合　　　　計

道路橋りょう費

271.9億円

(38.1%)

河川海岸費

190.5億円

(26.7%)

災害復旧費

119.5億円

(16.7%)

港湾費

60.9億円

(8.5%)

都市計画費

29.9億円

(4.2%)

土木管理費

19.5億円

(2.7%)

住宅費

9.6億円

(1.3%)

その他

11.4億円

(1.6%)

建設部
令和７年度

一般会計当初予算
713億3,191万円
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◆　令和７年度　建設部一般会計公共事業の概況

①  「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策（令和６年度補正予算）」
 　の活用により、インフラ施設の強靱化、老朽化対策に重点的に取り組む

②　新秋田元気創造プランに掲げる「産業・雇用戦略」や「観光・交流戦略」などの
　 重点戦略の取組を着実に進めるとともに、県土の保全や住民の安全 ・ 安心を
   支える基本政策の取組をより一層推進

③　頻発化・激甚化する災害対応やインフラ施設の維持管理など、地域を支える
　 建設産業が中長期的な建設投資が見通せるよう、公共事業費を安定的に確保

（補助・交付金事業）
○県土の骨格となる道路ネットワークや防災・減災対策の推進のために必要な予算
　 を確保しています。

（県単独事業）
○県民生活に直結する日常的な道路の維持管理費や県民の生命・財産を守る緊急性
　 の高い河川改良等について必要な予算を確保しています。

◎補助・交付金事業費及び県単独事業費を合わせて、対前年比７７．０％となっていま
　 す。

（国直轄事業負担金）
○国が県内で実施する事業に関して、一定の率に基づき支払う負担金。
○国直轄事業であるダム建設事業費の増額等により、対前年比１０７．５％となっていま
す。

（災害復旧事業）
○自然災害により被災した公共土木施設を迅速・確実に原形復旧するための事業。
○災害履歴を踏まえた見込み額を計上しているが、過去の災害の後年度事業（過年災）
　 等の減少のため、対前年比７６．０％となっています。

■　防災・減災、国土強靱化の取組をより一層強化・加速化させるとともに、計画的
　 　なインフラの維持管理や老朽化対策を優先しつつ、ストック効果を重視した戦略
　　 的な社会基盤整備を進め、県民の生活環境の向上と安全・安心の確保に努め
      ます。

概 況

事業種別毎の内容

（単位：百万円）
Ｒ６ Ｒ７(骨格) 増減 比率

補助・交付金事業 28,817 23,119 △ 5,699 80.2%
県単独事業 18,580 13,358 △ 5,221 71.9%

（小　計） 47,397 36,477 △ 10,920 77.0%
国直轄事業負担金 11,498 12,365 867 107.5%
災害復旧事業 13,531 10,279 △ 3,252 76.0%

合　計 72,426 59,121 △ 13,305 81.6%
※端数処理のため合計が合わない場合がある。

- 20 -



◆　令和７年度　建設部各課別公共事業費

【課所別】 （単位：千円）

課　名

事業別 事業費増減 比率

① ② ②-① ②／①

都市計画課 1,488,700 981,710 ▲ 506,990 0.66

公共事業 1,488,700 981,710 ▲ 506,990 0.66

うち補助事業 1,053,200 807,900 ▲ 245,300 0.77

うち単独事業 435,500 173,810 ▲ 261,690 0.40

下水道課 315,000 309,500 ▲ 5,500 0.98

公共事業 315,000 309,500 ▲ 5,500 0.98

うち補助事業 315,000 309,500 ▲ 5,500 0.98

道路課 31,360,104 25,663,339 ▲ 5,696,765 0.82

公共事業 27,339,535 21,711,799 ▲ 5,627,736 0.79

うち補助事業 17,070,900 13,940,757 ▲ 3,130,143 0.82

うち単独事業 10,268,635 7,771,042 ▲ 2,497,593 0.76

国直轄事業負担金 4,020,569 3,951,540 ▲ 69,029 0.98

河川砂防課 34,677,864 28,570,087 ▲ 6,107,777 0.82

公共事業 15,037,590 10,822,945 ▲ 4,214,645 0.72

うち補助事業 8,245,100 6,012,806 ▲ 2,232,294 0.73

うち単独事業 6,792,490 4,810,139 ▲ 1,982,351 0.71

公共関連災害復旧事業 13,480,527 10,228,567 ▲ 3,251,960 0.76

国直轄事業負担金 6,159,747 7,518,575 1,358,828 1.22

港湾空港課 4,327,075 3,349,345 ▲ 977,730 0.77

公共事業 2,959,070 2,404,500 ▲ 554,570

うち補助事業 1,876,000 1,801,000 ▲ 75,000 0.96

うち単独事業 1,083,070 603,500 ▲ 479,570 0.56

公共関連災害復旧事業 50,000 50,000 0 1.00

国直轄事業負担金 1,318,005 894,845 ▲ 423,160 0.68

建築住宅課 257,095 246,734 ▲ 10,361 0.96

公共事業 257,095 246,734 ▲ 10,361 0.96

うち補助事業 257,095 246,734 ▲ 10,361 0.96

72,425,838 59,120,715 ▲ 13,305,123 0.82

【事業別】

公共事業 47,396,990 36,477,188 ▲ 10,919,802 0.77

うち補助事業 28,817,295 23,118,697 ▲ 5,698,598 0.80

うち単独事業 18,579,695 13,358,491 ▲ 5,221,204 0.72

公共関連災害復旧事業 13,530,527 10,278,567 ▲ 3,251,960 0.76

国直轄事業負担金 11,498,321 12,364,960 866,639 1.08

72,425,838 59,120,715 ▲ 13,305,123 0.82

Ｒ６当初 Ｒ７当初(骨格)

合　計

前年度比較

合　計

摘　　要
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